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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
１．一般病院への療護センター機能の一部委託
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療護施設が自宅から遠いことを理由として、療護施設への入院申請を断念した被害者家族は多い。つまり、家族が望んで
いるにもかかわらず回復に向けた治療・看護の機会が事実上与えられないという被害者間での不公平が生じている。
遷延性意識障害者に対する療護施設機能に理解・意欲を有し、医師・看護師・リハビリスタッフ・施設・医療機器等のレベルが
相当高い等の一般病院に対して、療護施設機能の委託により、交通事故による遷延性意識障害者のための回復に向けた治
療・看護機会の拡充を図るべきである。

平成18年度あり方懇談会報告書

取 組 状 況

・平成19年10月からを委託。12月より患者の受け入れを開始。
（委託先） ・北海道：医療法人医仁会中村記念病院

・九州 ：特定医療法人雪ノ聖母会聖マリア病院

・平成20年度、中村記念病院で6床から12床に、聖マリア病院で
10床から20床に増床。

・平成21年３月末時点で、両病院とも満床。入院患者は、北海道、
九州各県の在住者。北海道の中村記念病院においては、20年
12月、患者1名が脱却により退院。

・ＮＡＳＶＡによるヒアリングによると患者のご家族の満足度は高く、

また、新聞、テレビ等の地元メディアでも何回（10回超）も取り上
げられ好意的に報道されている等、両病院ともに高い評価を受

けている。

・NASVAでは、療護センターにおいて委託病院の看護師への研
修を行っているほか、療護センター長会議に両病院の院長等を

参画させ、情報交換を行う等の支援を行っている。

読売新聞西部版（H20.5月）

北海道新聞（H20.6月）
＜中村記念病院入院患者ご家族の声＞

○病室の環境がよい。以前居た病
院とはかなり違う。

○静かな環境でとてもよい。
介護する側のストレスもかなり
軽減されていると思う。

○プライマリー・ナーシングなど、
ケアが行き届いている。

＜聖マリア病院入院患者ご家族の声＞

○看護師さんによる話しかけなど、
よくやってくれていると思う。

○申し分ない環境だ。

○今までこのようなリハビリを
目にしたこともなかったので、
非常にうれしく、十分満足して
いる。
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２．短期入院協力病院の拡充等

引き続き短期入院協力病院の指定数を増やし、早急に各都道府県に１以上の短期入院協力病院を確保することにより、在宅介護を受け
る重度後遺障害者が安心して治療・看護を受けることができる体制を全国的に整備すべきである。その上で、短期入院協力病院と療護セ
ンター等との連携や交流を積極的に図るべきである。

平成18年度あり方懇談会報告書
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利用率向上のための取組み

・平成21年4月から、国土交通省ホームページに、各協力病院の詳細情報を掲載。
・介護料受給世帯へのＮＡＳＶＡ広報誌「ほほえみ」に各協力病院を紹介するコーナーを設けた（2008年夏号（第23号）～）
・平成19年度から「ＮＡＳＶＡ訪問支援サービス」時に、居所周辺の協力病院の体制・サービス内容等を個別に案内。
・すべての協力病院のサービス内容・利用者の声等を掲載した冊子を平成21年3月に国土交通省で作成し、介護料受給世帯に配布。

・各療護センター等全国5ヶ所において、「短期入院協力病院意見交換会」を開催し、協力病院の治
療・看護方法のレベル向上を目的とした情報交換、利用率の高い病院での取組み事例の共有、療
護センターからの助言等を実施。(平成21年1月～2月)
・協力病院の医療スタッフを対象として、療護センターの治療・看護内容等を紹介するＤＶＤ「私たち
はあきらめない」を平成21年3月に作成し、同年4月に各病院に配布。
・協力病院に対して、療護センターにおける研修に関するアンケートを平成20年11月に
実施。本アンケートから得た研修ニーズを踏まえ、21年4月に研修プログラムを作成。
・治療・看護技術に係る知識の向上のための療護センターでの研修費用等を引き続き支援。

追加指定と周知を引き続き進めることに加え、患者の症状や心情に対する理解、サービスの向上を目的とした協力病院への支援が必要。

２． 短期入院協力病院への支援

１． 短期入院協力病院の周知

短期入院協力病院をめぐる現状

・在宅介護の重度後遺障害者が診察、検査などを受けるための短期入院を積極的に受け入れる病院を、国土交通省が「短期入院協力病院」として指
定。平成20年度に12病院を追加指定し、全国で79病院を指定済み。
・利用率向上が課題であり、平成20年度の利用者は110人と18年度に比べ2.6倍に増えたが、なお低い利用状況にある。利用しない理由として、
（1）遠くて不便、（2）医療・看護体制、サービス内容が不明、（3）サービス不足（対応が冷たいetc）、が挙げられている。（平成１９年１月調査）
・一方、平成20年11月に実施した満足度調査によると、協力病院利用者の9割は積極的評価で、今後も同じ協力病院を利用したいとする回答が9割に
のぼった。評価理由としては、医師、看護師、窓口の対応の良さ・丁寧さを挙げる人が殆ど。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
３．交通事故被害者に対する情報提供・心のケアに係る環境の整備

情報提供の取組状況
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○ＮＡＳＶＡ交通事故被害者ホットラインの開設

平成19年10月の開設後、政府広報TV番組による紹介、リーフレットの
配布等による周知により、ホットラインへの相談件数が増加。
（平成20年度下半期の相談件数は、前年度同期比29％増。）

・ＮＡＳＶＡホームページの在宅介護Ｑ＆Ａを、訪問支援サービスにより把
握した介護家庭のニーズを踏まえ、見直し。

・平成20年4月に国土交通省のホームページに、自賠責に関する総合情
報サイトとして「自賠責保険ポータルサイト（www.jibai.jp）」を開設。
・平成21年3月に国土交通省において、交通事故被害者向けの小冊子を
作成し、全国の自動車教習所や病院等に備置。

・平成19年度より、ＮＡＳＶＡ支所の担当者が、介護料受給世帯の各家庭

を訪問し、被害者の状況を把握するとともに、各家庭の個別の相談に応
じる「NASVA訪問支援サービス」を開始。（全国50の支所）
平成19年度197件、20年度464件を訪問。21年度はさらに訪問件数を拡
大する。

（主な相談内容）親亡き後の子供の将来、在宅介護のストレス、
介護力の不安 等

（情報提供の内容）短期入院協力病院等の医療機関の紹介、地域の
施設、介護サービス事業者の案内、家族会に関する情報 等

・平成20年度より、ＮＡＳＶＡの主管・支所の会議室等において、被害者団
体との日常的な意見交換を図るための連絡会議等を開催。（20年度は29
回実施。）

○重度後遺障害者の介護世帯へのサポート体制の強化

○ホームページ等による情報提供の充実

・平成20年度、親亡き後問題に関し、重度後遺障害者の介護家庭
の負担等について調査検討を実施。

・一方、自動車事故の被害者家族のうち遺族の心のケアも大きな
問題。交通遺児については「ＮＡＳＶＡ交通遺児友の会」等による
支援を行っているが、心の問題は遺児に限らない問題。このため、
平成21年度、被害者家族の精神的負担の実状、被害者家族相
互の癒しの活動状況、地方公共団体等による支援の実態などを
把握するとともに、心のケアに係る環境整備に向けた検討を行う
ための調査を実施する。調査に際し、有識者、被害者団体、関係
機関等からなる検討会を設け、解決すべき課題、支援のあり方等
について、関係者間での議論を行う。

国土交通省が中心となって、関係機関（市区町村、警察等）や関係団体（医師会、弁護士会等）など、どの関係機関等を起点としても
必要な情報が入手できるよう、連携体制を構築するべきである。

自動車事故対策機構においては、全国において相談窓口の機能を充実するとともに、提供できる情報の内容を拡充するべきである。

平成18年度あり方懇談会報告書

平成20年7月、「被害者保護企画官」を新設。
→関係機関・団体との連携体制の構築、被害者の実状分析の強化
→被害者保護に係る企画・立案体制の強化

心のケアに係る環境整備

被害者保護企画官の設置

・学識経験者
・地方公共団体
・被害者団体
・関係団体（ＮＡＳＶＡ等）
・行政機関（内閣府、国土交通省）

○今後のスケジュール

・平成21年7月第１回検討会

○検討会の委員の構成

平成22年3月報告とりまとめ

計４回開催



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
４．「親亡き後問題」への取組み
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親が子を介護している場合、自らが亡くなった後でも子が十分な介護を受けられる生活をいかに確保するかが最大の懸案であり、非常
に大きな精神的負担となっている（いわゆる「親亡き後問題」）。
国土交通省としても、具体的にどのような支援があれば親が過重な負担に苦しまなくて済むのか、また被害者本人が自分の人生を少し
でも豊かに歩むことができるのかという観点から生活支援に係る障害福祉施策の現状、「親亡き後」の実態等の把握に努めるとともに、関
係者と真摯に議論を継続するべきである。

平成18年度あり方懇談会報告書

平成20年度、現行の障害者福祉施策及び「親亡き後問題」の詳細な実態把握を行うとともに、実現可能な生活支援等について
検討を行うための調査を実施し、平成21年3月、報告書をとりまとめた。また、調査の実施にあたって、有識者、地方公共団体、
関係機関等からなる「自動車事故による重度後遺障害者の『親亡き後問題』に関する検討会」（座長：福田弥夫 日本大学法学
部教授）を開催し、計5回にわたってご議論いただいた。

取組状況

≪情報ネットワーク構築のモデル事業≫

≪「親亡き後問題」に関する調査報告書≫

１．「親亡き後問題」に係る実態調査
・地方自治体、身体障害者施設、介護世帯を対象にアンケート・ヒアリング調査を実施。
・その結果、①「親亡き後」は施設入所を考えている介護世帯が多いが、入所可能な施設は少なく、施設に関する情報も持っていない、②成年
後見制度の必要性が認識されていない、③介護者が「親亡き後」に関する多岐にわたる情報に接する機会が少ない、等の実態がわかった。

【想定する関係者】

・ＮＡＳＶＡ

・自治体（県、市町村）

・社会福祉協議会

・医療機関

・重度後遺障害者の介護者

（当事者団体等）

・有識者

・ＮＰＯ法人 等

障害者宅Ａ

障害者宅Ｂ

障害者宅Ｃ

障害者宅Ｄ

NPO法人

NASVA

自治体

（相談支援事業等）

医療機関

医療機関

【イメージ】

有識者

国土交通省国土交通省

介護者に提供すべき情報の内容、関係者間で共有すべき情報の範囲、情報交換
を行うに適当なツール等について検討の上、実地に試行し、課題及び具体的方策
を明らかにする。また、地区ごとに関係者による検討会を設ける。

２．「親亡き後」に係る生活支援の検討
・「親亡き後」の重度後遺障害者は、医療的な支援が可能な施設において、成年後見制度等の障害者を支援する制度を利活用して生活するこ

とが必要であり、そのため、親（介護者）に対する情報提供・相談対応を支援することが重要。

情報ネットワークのイメージ図

・情報・相談支援にＮＡＳＶＡ支所の機能を活用する。

・介護者に対する情報支援として、官民の関係機関と介護世帯を結ぶ情報ネットワー
クを構築するためのモデル事業を平成21年度に実施。

（実施地区） 神奈川県、宮城県
（検討会） 平成21年8月、立ち上げ。2～3回開催し、3月とりまとめ。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
５．事業用自動車総合安全プラン２００９

平成18年度あり方懇談会報告書

事業用自動車に係る
交通事故の発生状況

・全体でみると、死者数が年々減少し、
人身事故件数も平成16年をピークに
着実に減少。
しかしながら、事業用自動車につい
ては、より高度な安全性を求められ
ているにもかかわらず、事故件数、
死者数ともに、自家用自動車と比べ
ると減少の歩みが遅い。また、依然
として飲酒運転や、社会的影響の大
きな事案が後を絶たず発生している
等、憂慮すべき状態。

プラン２００９の概要

フォロ－アップ会議を設置

事業用自動車の事故削減目標の設定
・１０年間で死者数半減（平成２０年５１３人を１０年後に２５０人）
・１０年間で人身事故件数半減（平成２０年５万６千件を１０年後に３万件）
・飲酒運転ゼロ

目標達成のため当面講ずべき措置

安全体質の確立
・安全マネジメント評価を中小規模事業者にも拡大
・メールマガジンの発信等による事故情報の共有
・運転者の労働環境の改善 等

コンプライアンスの徹底
・監査要員のさらなる増員
・行政処分の強化
・処分逃れの防止 等

飲酒運転の根絶
・アルコールチェッカーの義務付け
・アルコール・インターロックの普及 等

ＩＴ・新技術の活用
・ＡＳＶ技術の開発・普及
・衝突被害軽減ブレーキの義務化の検討
・ドラレコ、デジタコの一層の普及促進 等

道路交通環境の改善
・交差点改良や歩道、中央帯の整備、信号器改良
・防護柵等の整備
・生活道路への通過交通を抑制する対策 等

ＰＤＣＡ
サイクル

Ｃｈｅｃｋ

毎年、関係者間で施策の進捗状況、目標
の達成状況等を確認

新たな施策を検討

Ａｃｔ

Ｐｌａｎ

Ｄｏ
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・こうした状況に鑑み、平成20年11月
に「事業用自動車に係る総合的安全
対策検討委員会」（委員長：野尻俊
明 流通経済大学法学部教授）を設
置し、ソフト・ハード両面から、総合的
な安全対策について検討を進め、平
成21年３月、「事業用自動車総合安
全プラン２００９」を策定。

事故発生防止対策については、ドライバーに起因して発生する事故をより確実に減少させることができるよう不断の見直しを行い、
重点化に努めるべきである。


